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第第第第１５１５１５１５回回回回    東備西播定住自立圏形成東備西播定住自立圏形成東備西播定住自立圏形成東備西播定住自立圏形成推進協議会推進協議会推進協議会推進協議会    会議録会議録会議録会議録 

 

１ 日 時    平成２７年３月２４日（火） １６：３０～１７：２５ 

２ 場 所    赤穂市役所 ６階 大会議室 

３ 出席者   

 （１）委 員  明石 元秀  赤穂市長 

重松 英二  赤穂市議会議長 

前川 弘文  赤穂市議会副議長 

武内 清志  備前市副市長 

田口 健作  備前市議会議長 

守井 秀龍  備前市議会副議長 

遠山  寛  上郡町長 

衣笠 達也  上郡町副町長 

山本 守一  上郡町議会議長 

中山 竹信  上郡町議会副議長 

 （２）幹 事 

         赤穂市：高山市長公室長 

         備前市：藤原総合政策部長 

         上郡町：中山企画政策課長 

 

 （３）事務局及び各市町担当者 

  赤穂市：東南企画広報課長、澁江企画政策係長、宮本主査 

  備前市：中野企画政策課長、大西企画政策課係長 

  上郡町：深澤企画政策課副課長、山田主事 

（４）説明員 

  ①教育施設部会：満重部会長（赤穂市スポーツ推進課長） 

  ②給食部会  ：深澤部会長（上郡町学校教育課長） 

        ③観光部会  ：永石部会長（赤穂市産業観光課長） 

        ④農林商工部会：     〃 

多田赤穂市農林水産係長 

                 赤穂市平野秘書・企業立地担当課長 

        ⑤交通部会  ：（東南書記） 

        ⑥通信情報部会：沼田部会長（赤穂市情報政策担当課長） 

        ⑦職員部会  ：藤本部会長（赤穂市人事課長） 

        ⑧交流定住部会：（東南部会長） 

        ⑨地域医療分野：中島赤穂市民病院事務局長 

４ 会議の概要 

（１） 開 会 

（２） 会長あいさつ 明石赤穂市長  

（３） 報告事項 東備西播定住自立圏共生ビジョンの策定について 

（４） 協議事項 第１８号議案 平成２７年度東備西播定住自立圏形成推進協議会予算につ     

いて 

（５） その他 

 （６） 閉 会 
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５ 議事の概要 

事務局    定刻となりましたので、ただ今から、第１５回東備西播定住自立圏形成推進協議

会を開催いたします。本日の進行をさせていただきます、赤穂市市長公室長の高山

です。よろしくお願いします。 

       議事に入ります前に、本日の会議に報道機関から、傍聴の申し出がございます。

会議の傍聴につきましては、本協議会会議規程第２条で原則公開となっております。

本日の議事内容は、お手元のとおりでありますので、会議の冒頭から傍聴を認める

こととしたいと思います。また、写真等の撮影希望があれば、会長あいさつまでと

し、会議中の撮影、録音はできないこととしたい、と考えておりますが、ご異議ご

ざいませんか。 

       「異議なし」 

       異議なしというお言葉をいただきましたので、傍聴を認めるということで、傍聴

の方にお入りいただきます。しばらくお待ちください。 

（報道入室） 

       お待たせいたしました。報道の方にお願いいたします。会議中の写真撮影等はご

遠慮いただきますので、ただ今から、会長あいさつまでの間のみ、写真撮影を認め

たいと思います。必要な方は、この時間にお願いいたします。 

それでは、開会にあたりまして、会長であります、赤穂市明石市長よりごあいさ

つを申し上げます。 

 

明石会長   本日は、年度末のお忙しい時期にもかかわらず、第１５回東備西播定住自立圏形

成推進協議会にご出席を賜り、誠にありがとうございます。私は１月に赤穂市長に

就任させていただきましたが、昨年までは、当協議会の幹事としてこの会に出席を

させていただいておりました。今後ともどうぞよろしくお願い申し上げます。 

さて、地方と国が協働して推進する、まち・ひと・しごと創生プラン策定の動き

も本格化し、その基本方針にもありますとおり、魅力ある定住自立圏の形成は地域

課題の解決に向けて、重要な鍵となると考えております。委員の皆様にも、それぞ

れのお立場でご尽力を賜り、今後も圏域事業への更なるご理解とご協力をいただき

たいと存じます。本日は、今後５年間の方針を定める共生ビジョン策定についての

報告のほか、平成２７年度予算についてご協議をいただくことといたしております

が、委員各位の忌憚のないご意見をいただきたいと思います。簡単ではありますが、

以上で開会のあいさつとさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。 

 

事務局    報道機関の方、以上で撮影の時間を終了いたします。 

議事に入ります前に、本日急遽、備前市長の吉村副会長より欠席の連絡を受けて

おります。また、上郡町議会議長山本守一様に新たに委員としてご出席をいただい

ております。一言ごあいさつをお願いしたいと存じます。 

 

山本委員   再度の参加となりますが、山本でございます。どうぞよろしくお願いします。 

 

事務局    ありがとうございました。なお、お手元に委員名簿並びに部会別役割分担表を配

布しておりますので後ほどご覧ください。それでは会長、議事進行をお願いします。 

 

明石会長   それではお手元の資料に基づきまして、議事を進めさせていただきます。 

まず、３の報告事項に入ります。東備西播定住自立圏共生ビジョンの策定につい

て、であります。事務局、説明願います。 

 

事務局    それでは、東備西播定住自立圏共生ビジョンについて報告いたします。 
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お手元の共生ビジョンをご覧ください。 

昨年１１月２７日の第１４回協議会におきまして、平成２７年度から平成３１年

度まで５か年の共生ビジョン案をお示ししましたが、その後、平成２７年度予算を

査定し、それを反映した共生ビジョンとなっております。１１月にお示ししたビジ

ョンから変更した点と、ビジョンの各事業について説明してまいります。 

まず表紙になりますが、１１月にお示ししたビジョンから第５回変更を削除いた

しました。これは総務省との事前協議におきまして、新たな５か年であれば変更で

はなく新規のビジョンになるとの回答をいただき、それを反映したものであります。

次に３ページをご覧ください。下段にあります人口・面積の表のうち、面積が変更

になっています。これは国土地理院より今月通知があり、測量方法の変更により２

市１町とも面積を変更したとのことでした。平成２６年１０月１日現在において、

備前市は 258.24 k ㎡から 258.29 k ㎡に変更（0.05 k ㎡の増）、赤穂市は 126.88 k

㎡から 126.86 k ㎡に変更（0.02 k ㎡の減）、上郡町は 150.28 k ㎡から 150.26 k

㎡に変更（0.2 k ㎡の減）、全体では 535.40 k ㎡から 535.41 k ㎡に変更（0.01 k

㎡の増）しています。 

次に、各事業ごとに説明いたします。まず医療分野についてであります。６ペー

ジをご覧ください。医療連携研究会事業であります。京都大学等から大学教授を招

へいし、赤穂市民病院、備前病院、日生病院、吉永病院の４公立病院の医師や看護

師、医療技術者を対象に、先端医療の現状等について講演、指導等を仰ぐ連携研究

会を行うものでございます。事業費は平成 27年度で 37 万 6 千円、5 か年で 184 万

円になります。７ページをご覧ください。新規事業の看護職員教育研修支援事業で

あります。看護職員の教育研修のためのシミュレータ等の教育機材を購入し、４公

立病院の新人を中心とした看護職員の技術取得等レベルアップを図るものでありま

す。平成 27 年度以降予算は各年 300 万円、5 か年で 1,500 万円であります。次に、

圏域住民診療支援事業であります。備前市民及び上郡町民が圏域の中核病院である

赤穂市民病院で出産した場合の助産料について、赤穂市民と同額になるよう負担す

るものであります。事業費は各年度で 148 万円、5 か年で 740 万円であります。次

に８ページをご覧ください。教育関係になります。巡回展開催事業ですが、埋蔵文

化財出土遺跡の交流・展示会を企画し、３市町の資料館等で巡回展示するものであ

ります。平成 27年度から平成 29年度までの 3か年で各年度 50 万円ずつ、合計 150

万円の事業費を予定しております。９ページをご覧ください。指定文化財・文化施

設等巡りツアー事業でございます。これは参加者を募り、3 市町の指定文化財や文

化施設を、バスで巡るツアーや歴史文化に触れる行事への共同参加等を実施するも

のでございます。平成 28年度および平成 30年度に各 50 万円、合計 100 万円でござ

います。図書館相互利用推進事業でございますが、3 市町の公立図書館と関西福祉

大学図書館の相互利用の促進のための利用案内設置、共通ポスター、チラシ、利用

カードを作成いたします。平成 27年度に 34 万円、平成 30年度に 40 万円、合計 74

万円の事業費となります。10 ページをご覧ください。新規事業で、図書館読書活動

推進事業でございます。圏域市町の公立図書館および関西福祉大学図書館の読書活

動を推進するため、読書講演会を実施するものであります。事業費は平成 27年度に

80 万円、5か年合計で 720 万円であります。次に、文化・スポーツ交流事業であり

ます。事業内容は文化事業やスポーツ大会等の開催情報を発信し、各市町で実施す

る大会に圏域住民の参加を図るとともに、スポーツ推進委員による研修会や青年ス

ポーツ交流等を図るものでございます。事業費は平成 27 年度以降各年 64 万円、5

か年で 320 万円となります。11 ページをご覧ください。文化・スポーツ相互利用促

進事業でございます。圏域内の文化・スポーツ施設を圏域住民が同条件で利用可能

とし、相互利用促進を図るものであります。事業費は特にございません。次に、ト

ップアスリート等招聘事業であります。国内外で活躍するトップアスリートやトッ

プチームを招聘し、一部観客参加など魅力あるスポーツイベントを、3 市町の体育
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施設で実施いたすものであります。事業費は平成 27年度以降、各年 310 万円、5か

年で 1,550 万円であります。12 ページをご覧ください。中学校吹奏楽部交流助成事

業であります。3 市町の教育委員会が、音楽を通じた地域活性化に取り組む市民団

体３Ｍプロジェクトと連携して実施する 3 市町の中学校吹奏楽部交流事業に対して

助成を行うものであります。事業費は平成 27年度以降各年度 80 万円、5か年で 400

万円であります。次に、新規事業で、子ども科学教室開催事業でございます。赤穂

市海洋科学館を学習拠点施設として、圏域内の小学生を対象とした子ども科学教室

を実施するものであります。事業費は平成 27年度以降各年度 60 万円、5か年で 300

万円であります。13 ページをご覧ください。新規事業で、赤穂市生涯学習施設整備

事業であります。赤穂市立海洋科学館は、圏域における自然科学の学習拠点施設の

役割を担う施設でありますが、老朽化による大規模な展示施設の改修を行うもので

あります。事業費は平成 27年度に 2,000 万円、5か年で 8,400 万円となります。な

お、事業費は赤穂市が負担するものであります。次に、備前市生涯学習施設整備事

業であります。備前市市民センター及び日生市民会館は、図書館相互利用推進事業

の拠点施設となる図書館を含む複合施設として重要な役割を果たしており、経年劣

化による施設整備を行うものであります。事業費は日生市民会館が平成 27 年度に

2,676 万 8 千円、平成 29年度に 1,700 万円、合計 4,376 万 8 千円、市民センターが

平成 28年度に 3,200 万円を予定しております。なお、事業費は備前市が負担するも

のであります。14 ページをご覧ください。新規事業で、上郡町スポーツ施設整備事

業であります。本施設はスポーツ施設相互利用推進事業をはじめとする、圏域内の

スポーツ振興や住民交流の場として重要な役割を果たしており、経年劣化による施

設整備を行うものであります。事業費は平成 27年度以降各年 1,500 万円、5か年で

7,500 万円であります。なお、事業費は上郡町が負担するものであります。15 ペー

ジをご覧ください。新規事業で、学校給食関係であります。学校給食連携事業です

が、圏域内各市町間の食材に関する情報交換や相互の献立を活用し、地産地消の推

進を図るものであります。事業費は平成 27年度以降各年度 10 万円、5か年で 50 万

円であります。16 ページをご覧ください。産業振興についてであります。まず地域

ブランド発掘事業についてですが、圏域の魅力を内外に発信するため、農商工業者

等によるイベントの開催や出展支援、新製品開発支援など、地域ブランド発掘のた

めの事業を行うものでございます。事業費は各年度 50 万円、5か年総額で 250 万円

であります。17 ページをご覧ください。観光振興推進事業であります。圏域市町が

連携した観光ルートを設定し、観光ガイドブックの作成や観光キャンペーン等の情

報発信及び誘客活動を共同で行うものでございます。事業費は各年度とも 150 万円、

5 か年で 750 万円であります。18 ページをご覧ください。有害鳥獣対策事業であり

ます。圏域内各市町の共通課題であります、野生動物対策について、効果的な獣害

低減策に関する情報共有化や獣害防護柵の設置支援を実施するとともに、各市町の

猟友会活動の側面的支援を行うものでございます。事業費は各年 300 万円、5 か年

で 1,500 万円であります。19 ページをご覧ください。企業誘致促進事業でございま

す。市町等が所有する工業団地用地や民間未利用地の等への企業立地及び既存企業

の設備投資による事業拡張を促進するため、企業の投資情報等の収集活動など企業

誘致活動を推進するものであります。事業費は各年度 230 万円、5 か年で 1,150 万

円でございます。20 ページをご覧ください。地域公共交通関係であります。まず圏

域バス運行事業でございます。圏域内における公共交通ネットワークを構築するた

め、圏域バスを運行するものであります。事業費は平成 27年度に 3,065 万円、5か

年で 1億 4,335 万円でございます。次に、ＪＲ利便性向上事業であります。ＪＲ山

陽本線及び赤穂線を利用する圏域住民や圏域訪問者の移動手段確保と利便性向上の

ため、ＪＲ西日本等関係機関への働きかけを行うものでございます。事業費は各年

度 13 万円、5か年で 65 万円でございます。21 ページをご覧ください。ＩＣＴイン

フラ整備関係であります。地域情報活性化事業でございます。圏域内の地域情報の
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交流と活性化を図り、魅力ある圏域を形成するため、ＩＣＴ技術を活用した地域Ｓ

ＮＳを推進するものであります。事業費は各年度 3 万円、5か年で 15 万円でござい

ます。22 ページをご覧ください。地域内外の住民との交流・移住促進についてであ

ります。民間イベント等助成事業でございます。圏域内外の住民交流の促進と賑わ

いの創出、相互の理解を深めるため、圏域内の複数の市町において実施する民間イ

ベント等に対し助成を行うものでございます。事業費は各年度 306 万円、5 か年で

1,530 万円であります。23 ページをご覧ください。赤穂国際音楽祭開催助成事業で

あります。圏域内外の住民交流を促進し、住民の賑わいを創出するために行う赤穂

国際音楽祭開催に対し助成を行うものでございます。事業費は、平成 27年度は 100

万円、5か年で 460 万円であります。24 ページをご覧ください。こどもと学生のふ

れあい活動支援事業であります。圏域内大学であります関西福祉大学の学生ボラン

ティアによる、こどものための宿題教室等、こどもと学生がふれあう活動に対し助

成するものであります。事業費は各年度 11 万円、5 か年で 55 万円であります。次

に、新規事業で、地域連携フォーラム支援事業であります。関西福祉大学が実施す

る地域住民の幸せづくりを目的として、福祉、看護、教育の視点から、様々な地域

課題の問題解決に向けて取り組むために開催する地域連携フォーラムに対して支援

するものでございます。事業費は平成 27 年度に 72 万円、5 か年で 306 万円でござ

います。25 ページをご覧ください。定住相談会開催等事業であります。3 市町合同

による定住相談会を神戸市など主要な都市部で開催し、各市町で実施する定住支援

情報を発信し、移住希望者の定住先として本圏域を選択してもらえるよう働きかけ

を行うものでございます。事業費は平成 27年度に 155 万 8 千円、5か年で 955 万 8

千円であります。26 ページをご覧ください。新規事業で、縁結び事業であります。

単独の市町では企画できない圏域の魅力ある資源を活用した出会いイベントの開催

を行うものでございます。事業費は各年度 100 万円、5か年で 500 万円であります。

27 ページをご覧ください。圏域内の職員等の交流についてであります。まず、職員

研修事業でありますが、職員の能力向上を図るため、圏域内の共通の課題をテーマ

に各市町職員を対象とした集合研修等を実施いたすものであります。事業費は各年

度 36 万 6 千円、5 か年で 183 万円であります。職員研修参加交流事業であります。

これは各市町において実施している職員研修に、他の関係市町職員の受入れを行う

ものでございます。事業費はございません。28 ページをご覧ください。人事労務担

当職員研究会（交流）事業であります。関係市町の人事担当部署が人事労務に係る

情報交換を図る研修・交流会を持ち回りで開催するものでございます。平成 27年度

は上郡町で予定し、以降年度ごとに赤穂市、上郡町と持ち回りする予定です。事業

費は特にございません。次に、専門家招へい事業であります。高度で専門的な知識・

技術等を有し、広域的な行政運営の見識が深く、専門的な立場から指導・助言でき

る専門家を招へいし、職員育成を図るものでございます。事業費は平成 27年度に 4

万円、5 か年で 92 万 4 千円であります。次に、職員交流（派遣）事業であります。

関係市町において協議し、必要に応じ職員の派遣交流を行うものであります。事業

費はありません。また、29、30 ページにつきましては、事業費の一覧表でございま

す。見出しの下の総事業費につきましては、２７年度から３１年度までの５か年で、

５億３，２０２万円となっております。また、２７年度総事業費は、１億２，２３

６万８千円となっております。その、総事業費から、網掛け部分、赤穂市生涯施設

整備事業の、２，０００万円、備前市生涯施設整備事業の２，６７６万８千円、上

郡町スポーツ施設整備事業１，５００万円を除きます事業、６，０６０万円が、平

成２７年度に協議会が実施する事業となります。以上で説明を終わらせていただき

ます。 

 

明石会長   事務局の説明は終わりました。報告事項について、質問等ありますか。 
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田口委員   この事業をすることによってどれだけ人口流出が抑えられたか、具体的な数値を

求めることは難しいと思うが、目標を伺いたい。また、圏域住民診療支援事業につ

いて、料金そのものを同一にするのではなく、差額の補てんという形にしているの

は、市民病院が赤字であるから、と前会長から説明を受け、赤字が解消されたら同

一にすることも検討したいと伺った。明石会長はどう考えているのか。さらに、今

後５年の事業について、首長等の協議により、もっと集約して、人口流出に歯止め

をかけるために効果的に特化した方がいいのではないか。   

 

事務局    最後のご意見については、お配りしている別紙にもありますとおり、協定におい

て、生活機能の強化、結びつきやネットワークの強化、圏域マネジメント能力の強

化、その中でも医療や教育、産業振興、公共交通など様々な項目を定めております。 

      一つに絞るという方法もあろうかと思いますが、各分野で連携を図っていくことが、

この事業及び国の意図と認識しています。また、効果が見えないというご意見につ

いては、前会長も申し上げましたが、この事業の当初の目的として、お互いの顔の

見える環境づくりを行い、圏域を活性化させる、ということがあります。もう１点

の、流出が抑えられた人数を数値化することは困難であることは、ご理解いただき

たいと思います。 

 

明石会長   室料等の件については、市民病院が黒字化すれば、圏域内の住民の方も同じ料金

でサービスが受けられるようにしたいと思います。 

 

田口委員   顔が見えるようにという話だったが、実際に市民の間でそのようにはなっていな

い。どう考えているのか。例えば、ＩＣＴインフラ活用という事業があるが、ＳＮ

Ｓを使ってどのようにしようと考えているのか。 

 

事務局    確かに直接顔が見えるというわけではありませんが、個人で自らの活動をＰＲし

たいという人、そういった情報を知りたい人がいらっしゃいます。そのような人が

利用できる場を設けることによって、サポートする仕組みです。 

 

田口委員   フェイスブックやツイッターのようなものか。 

 

事務局    現在のシステムは、両県の警察や県の防災情報とも連携しており、リアルタイム

で提供できるようにもなっています。 

 

田口委員   備前市ではアプリを開発し、３００台のタブレットを配布して実証実験を行うこ

ととしているが、赤穂市・備前市とそういった点での連携を考えていただきたい。 

 

中山委員   圏域バスについて、上郡町内の停留所が少ないので、増やしていただきたい。 

 

事務局    以前からご意見をいただいていますが、船坂ルートへの変更は、市民病院への到

着時間の問題、タクシー事業者への配慮、バス事業者との人員等の調整もあり難し

いと考えています。現ルート内での停留所の増設は部会で検討したいと思います。

ただ、病院への到着時刻があるので、調整は必要になります。 

 

中山委員   赤穂への買い物や通院の利便性の向上のため、駅からだけではなく、さらに奥の

地域からの運行もぜひ検討いただきたい。 

 

事務局    奥の地域からの出発となると、事業者の人員配置、時刻の調整が必要になると思

いますので、検討事項とさせていただきます。 
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山本委員   過去５年の検証も必要な事業があると思います。特に企業誘致促進、ＪＲ利便性

向上、定住相談会の各事業ですが。 

 

事務局    前回の協議会において検証結果をお示しした冊子をお渡しはしています。 

 

事務局    企業誘致については、展示会への出展は市町のＰＲにはなったものの、立地には

いたらなかったため、より効果的な事業として、情報収集を行うものです。 

 

明石会長   次に、４の協議事項に入ります。第１８号議案平成２７年度東備西播定住自立圏

形成推進協議会予算について、であります。事務局、説明してください。 

 

事務局    それでは、お手元の議案書１ページをお願いいたします。 

       平成２７年度東備西播定住自立圏形成推進協議会予算について、説明いたします。 

平成２７年度予算としまして、歳入歳出の総額をそれぞれ 6,070 万円と定めたいも

のであります。内訳について、ご説明いたします。２ページの歳入歳出予算をお願

いいたします。まず、下側、歳出であります。１款１項１目一般管理費としまして、

290 万円を計上いたしております。内容としましては、臨時事務員に係ります賃金

など、事務局運営経費でございます。次に２款１項１目活動事業費といたしまして、

5,770 万円でございます。内容としましては、先程、ご報告させていただきました

共生ビジョンの事業内容及び平成２７年度事業費に基づき、予算計上をさせていた

だいたものであります。内容としましては、報償費 60 万円、旅費 104 万 1 千円、需

用費 341 万 4 千円、役務費 129 万 6 千円、委託料 692 万 9 千円、使用料及び賃借料

65 万 5 千円、備品購入費 300 万円、負担金補助及び交付金 4,076 万 5 千円です。こ

の額は、先程、共生ビジョンでご説明しました、赤穂市生涯学習施設整備事業 

2,000 万円、備前市生涯学習施設整備事業 2,676 万 8 千円および上郡町生涯学習施

設整備事業 1,500 万円を除く、全ての事業費となります。また、一番下の段、予備

費として 10 万円を計上いたしまして、歳出総額を 6,070 万円といたしております。 

続きまして、上の段、歳入についてであります。１款分担金及び負担金としまし

て、5,690 万円を計上しております。内訳につきましては、説明欄にも記載してお

りますとおり、備前市 4,650 万円、赤穂市 520 万円、上郡町 520 万円であります。

これは、協議会予算の総額から、繰越金及び赤穂市と上郡町の負担金等を控除した

額を中心市である備前市が負担し、協議会の事業運営にあてるものです。また、赤

穂市と上郡町の負担金につきましては、３市町の負担の均一化を図るため、平成２

６年度決算見込額において特別交付税対象事業費から特別交付税措置額を控除した

備前市の実質負担となる額と同額を平成２７年度に負担し、協議会の事業運営にあ

てるものです。次に、２款繰越金としまして、平成２６年度執行残の見込額として

379 万 9 千円を、また３款諸収入として預金利子を単位計上し、歳入合計を 6,070

万円といたしております。もう一度、１ページにお戻りいただきまして、第２条と

して、歳出予算の執行にあたりまして、費目間流用ができるものとする。ただし、

決算時において目的別の内訳を示し、説明するものとする。としております。平成

２７年度協議会予算の説明については、以上であります。 

 

明石会長   事務局の説明は終わりましたが、ただ今の議案について何か質問等ありますか。 

 

田口委員   市町負担金について、同額というのはフェアではないのではないか。人口規模や

財政力の違いに応じて、元気な赤穂市や中心市である備前市が支出を増やせば、さ

らに多くの額が使えるのではないか。 
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明石会長   負担金の考え方について、事務局説明してください。 

 

事務局    本事業は、基本的には対等の立場で、同額を負担するという考えのもと、実施し

ています。 

 

田口委員   言われることはわかるが、人口割等の配慮はできるのか、できないのか。 

 

事務局    今回から２割の負担が生じることになりましたが、国から聞いているのは、あく

まで対等の立場で推進するのがこの事業、ということです。 

 

田口委員   ここでやりとりをしても仕方ないが、財政面でも対等とすべきなのかどうか国に

確認しておいてほしい。 

 

事務局    そのようにします。 

  

明石会長   他にないようですので、平成２７年度東備西播定住自立圏形成推進協議会予算に

つきまして、原案のとおり可決することで、ご異議ございませんか。 

       「異議なし」 

 

それでは、平成２７年度東備西播定住自立圏形成推進協議会予算につきましては、

可決といたします。 

次に、５のその他、に入ります。事務局何かありますか。 

 

事務局    まず、本日ご決定をいただきました予算と共生ビジョンに基づき、各部会におい

て２７年度もさまざまな交流事業を実施してまいりますので、委員の皆様におかれ

ましては、時間が許せば、ぜひご参加いただきますようお願いいたします。 

次に、次回協議会の日程についてでありますが、新たな取り組みの検討等、今後

の状況により、改めてお知らせさせていただきます。なお、本年度の決算報告につ

きましては、本来決算ができしだい協議会を開催し、監査報告等を行うべきであり

ますが、他の案件がない場合は、まず書面で各委員に報告し、次回の協議会開催時

に報告等させていただく場合もあるかと存じますので、ご了解いただきたいと思い

ます。以上です。 

 

明石会長  次回開催につきましては、改めて通知させていただきたいと思います。また、各

種事業への参加についても、皆さん、よろしくお願いします。 
他に何かありましたらお願いします。 

ないようですので、本日はこれで終了したいと思います。ありがとうございまし

た。 

     了           （１７時２５分） 


